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1.中 小企業の競争戦略

競争戦略の観点か らすれば、中小企業 も大企業 も変わる ところはない。競争戦略

とは、顧客の争奪戦においてライバル企業 に勝つための戦略であ る。多 くの市場 で

は企業間競争が演 じられている。企業の中には同一の市場で活動 していなが らも、

業績好調のところ もあれば反対に低調な ところもある。 ここでは各 企業の競争戦略

の巧拙が関係 していると考 えられる。競争戦略の目標 は競争 しな くて もよい状態、

あるいは緩やかな競争 をいかに実現す るかにある。 この ことは競争戦略 とい う言葉

のイメージと異なるか も知れないが、競争は企業利潤 を引 き 下げて しま う。競争 し

ないで済めば利潤は大 きくなる。

Porter(1980)は 市場の競争関係 を、競合性、参入の脅威、代替性の脅威、買い手

のパ ワー、そして供給業者 のパ ワーの5つ の視点か ら分析 している。競合性の測定

では、企業の数と相対的規模がよ く使われる。業界の集中度が高 まるほど、企 業は

互いの関係を理解 し競争 を控えるようになる。反対に、同 じような規模の企 業が多

数存在す る場合には、競争 は激 しい ものになる。業界の特性に よって も競合性の程

度は異 なって くる。資本集約型の業界では、操業度 を高め ようとして各企 業は価格

競争に走 る傾向がある。固定費が大 きく、過剰設備があ り、 そ して低成長 を特徴 と

する業界では一般に、競争 は激 しくなると言えるだろう。 この点、資本集約度が低

いとされる中小企業は、生産量調整 に柔軟性 をみいだす ことが可能 となる。

買い手の力が強い と、売 り手 は価格の低下を甘受 しサー ビスを無償 で提供 しなけ

ればならな くなる。買い手のパ ワーを決め る重要な要 因 とされるのは、顧客 の規模

と集中度である。売上の多 くを占める顧客 を相手にす る場合、その売上 を失 うこ と

は脅威であ り価格の引き下げや無償サービスの提供を強いられて しま う。顧客 に対

する供給業者の相対的な規模 と集中度が供給業者の力 を測 る尺度 である。 反対 に部

品や原材料について特定の業者 に依存 して しまうと、高い価格での買 い取 りを請求

されやす くなる。

図表1に 、売 り手独占と買い手独占を示す概略図があ る。左側 の図は売 り手独 占

を示 している。買い手はお互いに競い合 うので、売 り手は高価格 の販売 な ど好条件
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で取 り引 きできる。反対 に、売 り手にとって最悪の状況は買い手独 占であ る。売 り

手は互いに競わ され、買い手に最大 限有利な状況がつ くり出 され る。 中小企業 の多

くはこれまで、 こうした状況 に置かれていたと思われる。系列関係 を、特定の取引

相手への売上の依存 を示す関係 と捉 えれば、中小企業の多 くは、図表1の 右 図の取

引関係 にあると考 えられる。 もちろん、1990年 代 のバ ブル崩壊後 、大企業 は中小 の

取引先 との取引 を停止 した り、海外拠点での生産を増加す るな どした結果、系列 関

係 の見直 しが進んでいることは否定できない(百瀬,2000,pp.127-128)。 しか し、こ

こでの中小企業の姿は事業の継続が困難 な状況に追い込 まれ、脱系列、脱下請 けを

志向す るとい うものであ り、積極的に自社に有利 な取引関係 を構 築 しようとい うも

のではない。売 り手の立場か ら中小企業 をみると、 中小企業が積極的に 目指すべ き

方向は売 り手独 占であ り、その具体的な 目標 は独 自分野 で市場 シェアを握 るこ と、

そ して、他社 との代替関係 を弱めて競合 しない ようにす ることである。 そのための

基本的な手段 として、市場創造、差別化、そ して市場細分化が挙げ られる。

図表1売 り手独占と買い手独占

買い手 売 り手

売り手独占 買い手独占

2.中 小企業の差別化戦略

(1)中 小企業による市場創造 と差別化

ベ ンチ ャービジネスや中小革新企業の競争戦略は、誰 も気づかない未充足 のニー

ズ を満たすことか ら始 まる。いわゆる市場創造であ る。今 までなかった新 しい市場

を自ら創造することは、競争相手のいない市場 を作 り出す ことと同義であ る。競争

相手がいなければ、市場の顧客 を独 り占めすることがで き、大 きな利益 を享受す る

一48一



ことがで きる。

市場創造 は先発者の優位を実現するが、魅力的 な市場 であればあるほど他企業 の

参入を招 き、その優位 も次第に揺 らいで くることが予想 され る。パ ソコンの市場 を

創造 したのはJobsとWozniakが 興 したアップル社 であるけれども、現在のパ ソ コン

市場 においてアップル社が競争優位 の面でア ドバ ンテージを維持 してい ないこ とは

誰の 目に も明 らかである。

中小企業は体力的に大企業には及ぼないので、低価格 政策 を とって市場 シェアの

拡大 を目指すべ きではない。む しろ競争相手との価格以外 の差別化 を図る ことが望

ましい。差別化 とは、競争相手に対 して何 らかの違いをつ けて競争上の優位 を得 よ

うとす る方策である。現在の トップシェア企業のなかには、もともと後発企業であっ

たが、製品の品質や機能を継続的に高めることによって、現在の地位 を得 た企業が

少な くない。差別化は、顧客 のニーズを充たすプロセス全体の どこかで競争相手 と

の間に差 をつ くり、競争上の優位性 をつ くることとされ、製品差別化、価格差別 化、

サ ー ビス 差 別化 、 そ して ブ ラ ン ド差 別化 の4つ の 次 元 が 指摘 され る(伊 丹,

2003,pp.110-113)0

一例 を挙 げれば
、デル ・コンピュータの競争優位の実現 は製品機能上 とい うよ り

も、顧客 の注文内容にあわせたパ ソコンの製造、即納体制、低価格、そしてアフター

サービスが武器 となっている。機能に焦点 をあてた製品差 別化 ばか りに 目を奪 われ

るべ きではない。中小企業の場合には、小ロッ トの生産や柔軟 なサ ービスの提供が

差別化の武器 となっていることが多 いといえるだろう。

差別化 と市場創造の差異は競争相手の有無である。市場 創造では、 もともと競争

相手はいない。だか ら、差別化において競争相手の存在 を前提 にす るな ら、 そこに

は顧客の奪い合いがある。経済学でい うなら代替性の概念である。 しかし現実 には、

こうした代替性は程度の問題であ り明確 な関係を見いだす ことは難 しい。市場 の創

造 と差別化の概念 には共通 した部分が多いが、そのなかで代替的関係が 強い場合 を

差別化 とい うことになるだろ う。

差別化の概念 は従来、製品やサー ビスの差別化に力点がおかれ、その差別化によっ

て顧客 を惹 きつけることを目指 してきた。だが、その差別化 も競争相手か ら簡単 に

模倣 されて しまうな ら、その効果は持続 しないといえ る。持続 する差別化であ るこ

と、つま り真似 されない差別化 を実現することが求め られる。そのためには、製品 ・

サービスLベ ルか らビジネス活動全体の レベルの差別化 を考えてい く必要がある。

模倣を難 しくさせている要 因について考えてみ よう。経 営活動 に必要な資源 つ ま
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り経営資源のなかには模倣の困難な ものがある。模倣の難 しい とは市場 で購入す る

ことが難 しいために、獲得に時間がかかって しまうとい うことである。経営資源 と

は一般に、 ヒ ト、モノ、カネ、そ して情報 とされる。 このなかで情報的経営資源 は

市場で獲得 することが最 も困難 とされ る資源である。具体 的には、技術 力、顧客情

報の活用力、ブラン ド、そして信用の5つ が挙げられる。 こ うした資源で他社 に対

し優位 に立つことができていれば、持続的な差別化 を実現することができる。

情報的経営資源 を保有する意義は、その多重活用性 にもある。技術やブ ラン ドは、

多重 に活用することがで きる。ある技術 を1つ の製 品に応用 した として も、他 の製

品に使えな くなるものではない。た とえば、シャープの液晶技術 は現在 、 ビデ オカ

メラ、液晶テ レビ、パソコン、携帯電話 といった多 くの 自社製品に活用 されてい る。

す ぐれた液晶が使われていることによって、各製品の顧客 に とっての価値 を高めて

いる。ファッシ ョン ・ブラン ドについても同様のことがいえる。グ ッチやルイ ・ヴィ

トンは衣服 だけではな く、宝飾品、バ ッグ、時計な どを扱 ってい る。有名ブ ラン ド

によって、それぞれの商品の価値 を高め られる。

情報的資源は、 さらに企業内部蓄積型 と市場依存型の2つ に分けることがで きる。

企業内部型の情報的資源に該当するのは、技術、ノウハ ウ、顧客情報である。 こう

いった資源の蓄積は、専 ら企業側の努力に依存 してい るとい える。一方、市場 依存

型の資源 はブラン ドや信用である。こうした資源では、顧客側が ブラン ドの価 値 を

認め、信用のおける企業 と認識するのである。市場 依存型資源の場 合、企業 はその

蓄積を直接 コン トロールすることはできない。企業がで きるの は、広報活動 を含め

た日々の経営活動の実践 を通 じて顧客側に働 きかける ことだけであ る。市場 依存型

資源は内部蓄積 と比べ、よりコン トロールが難 しい といえるだろう。

図表2企 業内部型経営資源と市場依存型経営資源

企業内部型資源[蚕 塾 ≡司〔⇒1資 源の増大i

市場依存型資源[麺 ⇒ 廟客の意論イメージの向上1⇒1資 源の増大i

一50一



(2)市 場細分化:顧 客の類型化 とニーズの把握

差別化戦略は、製品市場のすべての顧客 を対象にした うえで、顧客のニ ーズ を満

たすプロセスの どこかで ライバルに対 して違いをつ くる。 しか し、顧客のニーズ は

極めて多様であ り、そのニーズをすべて満たす製品やサービスの提供は不可能といっ

て よい。共通のニーズを有する顧客 を集めてグルー プ化 し、そのグループ向け に製

品 ・サービスを提供す るようにすれば、そのグループに属する顧客 の満足 は高 まる

だろう。市場細分化 とは、同 じニーズを共有する顧客 グループに市場全体 を分割す

ることである。グループ分 けされた各部分 を市場セ グメン トと呼ぶ。ベ ンチ ャー企

業や革新企業に とってみれば、特定のセグメン トつ まり特定の顧客 グループを選 び、

そのニーズを充足するべ く経営資源 を集中で きる。

1つ のセグメン トに集中 して対応する企業をニッチ ャー と呼ぶ。 ニ ッチ ャー戦略

こそ、ベ ンチ ャー企業や中小企業にふさわしい戦略である。経営資源の集 中投 下が

可能になるか らである。反対に、企業 によっては保有する経営資源が豊富で、充足

可能なセ グメン トが複数あることもある。そのなかで特 に、市場 を構成す るすべ て

のセグメン トに対応できる企業 をフルラインと呼ぶ。豊富な資源が必要 になるので

フル ライン戦略を採用で きるのは大企業が多 くなる。化粧品市場 のほぼすべてのセ

グメン トに対応する製品 を製造販売 している資生堂は、 フルライ ンと考 え られる。

女性向け化粧品の市場では年齢 によって市場細分化 を行 うこ とが多い。年齢が異な

れば、肌の状態 も変わって くるし嗜好 も変わる。若 い女性は流行 にあった化粧 が し

たい ということが最大のニーズか もしれない。それに対 し年齢の高 くなった女性 に

は、肌を若返 らせたい とか、落ち着いた色調の ものが ほ しいな どのニーズがあ るだ

ろ う。あ らゆるセグメ ン トのニーズに応 えようとす る資生堂は、 そのため に必要 な

資源 を保持 していると考 えられる。それに対 して、再春館製薬所 とい う化粧品会社

は、中高年の女性のセグメ ン トを対象に してお り、ニ ッチ ャーと考 えられ る。再春

館製薬所 はこのセグメ ン トに集 中す ることで、資生 堂その他の競争相手 と互角 に戦

えると判断 しているのだろう。

3.中 小企業の差別化 とIT

中小企業は差別化戦略によって、真の意味での脱系列あるいは脱下請け を実現 し、

取引上の優位 を確保 しなければならない。この意味でITの 利用に よって促進 され る

点は、大 きく分 けて2つ ある。

まず、顧客ニーズを発見 し、それに応 えてい く能力が高 まるこ とであ る。顧客の
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ニーズに応えることは、いわば商売の基本であるが、IT技 術 の進歩 によってデー タ

の収集、加工そ して分析が極めて簡単にで きるようになった。

大手企業の例だが、ビデオやCDの レンタルで展開す るTSUTAYA(カ ルチュ ア ・

コンビニエ ンス ・クラブが経営)は 、顧客の過去のレンタル履歴を分析 し、映画や音

楽における個々の顧客の嗜好 を把握 している。TSUTAYAの 場合 、 レンタルが基本

的な ビジネスであるので、単純な売 り切 りの場合 に比べて顧客情報 を獲 得す る面で

有利であ る。過去のレンタル履歴を分析 し、個 々の顧客 のニーズ に合致 した商品紹

介 を、携帯電話 などを通 じて配信する。これによって、店舗 まで足 を運ぶ顧客 の数

を増やそうとしている。また、性別や年齢層別の嗜好 の特徴 を明 らかに し、販売促

進活動 にな どに活か している。

個々の顧客への対応は中小企業の得意技 といえるが、ITを 活用す るこ とで新 しい

展開が期待で きる。顧客情報 をデータベース化 し情報共有 を高め ることで、新 たな

顧客 ニーズが発見 されやすい環境を整える。個々の顧客の特微 を分析 し類型化す る

ことで、共通のニーズを有する顧客 グループをつ くり(市場細分化)、 ふ さわ しい差

別化 をお こなうことができる。データ分析力 を高め ることは、内部蓄積型の情報的

資源を充実 させ ることであ り、競合他社か らの模倣を困難にさせる。

林 ・山田(2002,p.67)は 、製造業のITS入 事例 として 「山城精機製作所」を挙 げて

いる。この企業 は一品料理品の受注 を厭 わないとい う、受注生産のスペ シャ リス ト

を目指 し、納期 、品質、価格な どの顧客ニーズへ徹底的対応 で差別化 してい る。技

術 データ管理の効率化 を図るため、技術的経験 をデー タベースに蓄積 して、 その再

利用 を促進 し、全文検索機能で過去の資料を検索す るなど、ナ レッジベース的 な機

能を目指 している。

もう1つ のITの 効果 として、顧客の多面的拡大が挙 げ られ る。多面的拡大 の意味

は、既存製品の販売先の拡大だけではな く、 自社保 有の技術や ノウハ ウの横展 開を

引 きおこす とい うことである。インターネッ ト、電子 メールは、 自社の企業 イメー

ジ、製品、サービス、技術情報などを自律的に発信 、交信す る手段 と捉 え ることが

で きる。情報発信 を受けた側か らの製品やサービスの提案が期待で きるか らであ る。

また、ブラン ドや評判の確立という市場依存型の資源 を獲得するこ とが で き、他企

業への有力 な差 別化 を実現可能 となる。

また、一般消費者市場(BtoC)の 電子商取引 に前向 きに取 り組 み、イ ンターネ ッ

ト等 を活用 して売上や収益 の飛躍的向上 を成 し遂げている中小企業 が少 な くない。

この面では楽天な どの消費者向けeマ ーケ ッ トの役割 も大きい。電子商取引への取 り
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組みを行 うことで、従来果たせ なかった新たな市場 を開拓 した り、新 しい取引関係

を構築 して取引メリットを向上させ られ る。インター ネッ トの特徴であ る、双方向

の コミュニケーシ ョンを通 じて、情報発信の質を高め ることで、特殊 な製品 ・サー

ビスであっても一定の顧客層に支持 を受けることが可能になる。 国は、「e-Japan重

点計画」において平成15年 度末までに中小企業のおおむね半数程度が インターネ ッ

トを活用 した電子商取引 を実施できることを目指 して、必要な支援 策等 を総合的に

講ず ることを定めるとともに、本 目標 を達成す るために平成13年4月 に中小企業IT

化推進計画(1)を 策定 している。

中小企業金融公庫刊行の 「経営情報」No.292(2)に よる と、 自動車業界お よび家

電業界における電子調達は、国内の電子調達額の8割 を占めてい るとい う。 これ ら

の業界では、 リー ドタイムの削減や在庫 の縮小 を進めてお り、その手段 として電子

調達が活用 されてい る。特定の企業間で形成されるクローズ ドネ ッ トワークで は、

部品メーカーの絞 り込みが見 られる一方 、 自動車業界の コビシン ト(Covisint)を 代

表 とするオープンネッ トワークでは、 コス トダウンが きわめて重視 され、 日本以外

のアジア諸国か らの購買が増加 している。

さらに、 この 「経営情報」No.292で は、 日本 の中小企 業がネ ッ ト取引 を通 じて、

取引相手の拡大がみ られるともに、受注生産品、試作品の生産が増えてお り、スポッ

ト的な小 ロッ ト部品加工が多 くなっている点が指摘 されている。海外生産が増 えて

いる昨今 、この傾向の強 まることが予想 される。

結語に代えて

従業員が属人的に持 っていた技術や営業等のノウハ ウを結集 し、情報の共有化 を

図ることによ り、誰 もが組織 に蓄積された情報を瞬時 に引 きだす こ とがで きるよう

にな り、従業員の重複する作業を削減 して企業のコアとなる業務 に経営資源 を集 中

す ることが可能になると考え られる。

データベースによる情報の共有化には社員の意識改革が必要 とな るが 、 自分 の担

当している業務分野だけではな く、関係す る部門の業務 を理解す ることか ら始 める

必要がある。それにはまず、 トップ ・マネジメン トが 「全社的 な視点で検 討するこ

と」 を全社員 に要請することが大切であ り、まずIT化 を進めるプロジェク ト・チー

ムの各業務担当者がこれを実践することが求め られる。

業務の簡素化や効率化 も、現場の理解が最大の鍵 となる。現場 を預かる管理職層

がITに よる業務効率化 を十分に理解 し、その実現 に向けてリー ダー シップを発揮す
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ることが必要である。部門間の調整では トップマ ネジメ ン トの関与 も欠かせ ないだ

ろう。

ITは 手段 であ り、導入 したか らといって直ちに効果を生むものではない。 あ りき

た りだが 、それ を活用する能力 こそ他社か らの模倣 を阻止 し競争優位の源泉 とな る。

ITの 真 の活用には、組織改革 ひいては組織文化の変革が必要 になることが必 至だろ

う。

(1)高 度 情 報 通 信 ネ ッ トワ ー ク社 会 推 進 戦 略 本 部(IT戦 略 本 部)第3回 議 事 録

(平 成13年3月29日 開 催)イ ン タ ー ネ ッ ト ・ホ ー ムペ ー ジ

http://www.kantei.go.1P/jp/it/network/dai3/pdfs/3gijiroku.pdf,ア ク セ ス:2004.02.19

(2)「 自 動 車 ・家 電 産 業 に お け る電 子 調 達 が 中小 部 品 メ ー カ ー へ 与 え る 影 響 」 『経 営

情 報 』No.292(2002.05),中 小 企 業 金 融 公 庫,2002,イ ン ター ネ ッ ト ・ホ ー ム ペ ー ジ

http://www.jfs.go.jp/jpn/publish/info/no292.html,ア ク セ ス:2004,02.18.
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